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■計画的な料金水準（水道料金）の改定に向けての留意事項 

・社会情勢、経営環境の変化に応じて適切な料金となるよう、３年から５年内の経営戦略の改定の

際に料金水準等を検証し、必要な改定の検討を行うこと。その際、施設の老朽化の実態や経営の将

来見通しについて、住民や議会にわかりやすく公表し議論すること。  

 

・総括原価主義の原則に基づき、狭義の原価に事業報酬を加えた原価を基礎とすること。その際、

経営改善・合理化を一層徹底し原価を極力抑制するとともに、特に水道事業や下水道事業など将来

にわたって安定的に事業を継続する必要がある事業については、施設の計画的な更新の原資を確保

するため、事業報酬として必要な資産維持費を算定することを検討すること。  

 

・人口減少等の経営環境の変化に対応するため、将来にわたり健全な経営を確保できる水準とする

とともに、料金体系（例えば、基本料金と従量料金の比率等）についても適切に配意すること。 

 

❹水道事業の理解促進に向けた広報及び啓発活動 

 

❺人材の育成 

 

❻その他今後の取組についての検討事項 

 

■本事業における検討事項 

○管路更新及び維持管理に向けたウォーターPPPの検討 
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Ⅴ 経営戦略の遂行に向けた取組体制 
 

 

１．経営推進体制 

■経営推進体制イメージ（仮） 
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２．PDCA サイクルの実行 

用

■PDCA サイクルイメージ 

Action Plan
（改善） （計画）

施策と目標の見直し 経営戦略の改定

Check Do
（検証） （実行）

達成度の評価と検証 目標達成に向けた

事業実施
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３．次回以降の見直し 

■経営戦略及び料金の見直し・検討スケジュール（仮） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


